
下水道事業会計



285 

 

歳入予算の概要 
【下水道事業会計】 
収益的収入 
款１   下水道事業収益 項１ 営業収益 目１ 下水道使用料 節１ 下水道使用料   

平成 31年度当初予算額 １，４７４，１５２千円 平成 30年度当初予算額 １，４５８，９９０千円 平成 29年度決算額 １，４６６，１９４千円 

概要 汚水の処理に関する維持管理費と資本費に充てるため、条例に基づき下水道使用料を使用者から徴収するものです。現在

の収納状況や社会情勢を基に積算しています。 担当課 上下水道経営課  
款１ 

款１ 

款１   

下水道事業収益 

下水道事業収益 

下水道事業収益   

項１ 

項２ 

項２   

営業収益 
営業外収益 
営業外収益 

目２ 

目２ 

目３ 

雨水処理負担金 

他会計負担金 

他会計補助金 

節１ 

節１ 

節１ 

雨水処理負担金 
一般会計負担金 
一般会計補助金  

 

 

 

 

 

平成 31年度当初予算額 ５００，０００千円 平成 30年度当初予算額 ４９０，０００千円 平成 29年度決算額 ５１８，０００千円 

概要 下水道事業に係る経費の負担区分に基づいて、一般会計から繰り入れるものです。 

 

○雨水処理負担金 １４６，３５９千円 

 地方公営企業繰出基準に基づく、雨水処理経費に対する一般会計からの負担金です。 

○一般会計負担金  ９９，３９５千円 

 地方公営企業繰出基準に基づく、雨水処理経費以外の経費に対する一般会計からの負担金です。 

○一般会計補助金 ２５４，２４６千円 

 地方公営企業繰出基準以外の収益的支出に対する一般会計からの補助金です。 

 ※平成２９年度決算額は、資本的支出に対する一般会計からの補助金を含みます。なお、平成３０年度より、資本的支

出に対する一般会計からの補助金は繰り入れていません。 

担当課 上下水道経営課  
款１   下水道事業収益 項２ 営業外収益 目４ 国庫補助金 節１ 国庫補助金   

平成 31年度当初予算額 ３，０００千円 平成 30年度当初予算額 ０千円 平成 29年度決算額 ０千円 

概要 公共下水道管路施設調査業務委託を行うための防災・安全交付金です。国費率は１/２です。 
担当課 上下水道管理課  
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資本的収入 
款１   資本的収入 項１ 企業債 目１ 企業債 節１ 企業債   

平成 31年度当初予算額 ２６８，４００千円 平成 30年度当初予算額 ３１６，０００千円 平成 29年度決算額 １２３，５００千円 

概要 建設事業に必要な資金を調達するために借り入れる長期借入金です。 

公共下水道整備事業債は、汚水管渠更生工事等に伴う借入として１７０，０００千円、流域下水道整備事業債は、荒川右

岸流域下水道事業の建設負担金として埼玉県下水道局からの通知を基に、９８，４００千円を計上しています。 

なお、平成３１年度末の企業債残高見込額は６，５２２，０９２千円です。 

担当課 上下水道経営課  
款１   資本的収入 項２ 国庫支出金 目１ 国庫補助金 節１ 国庫補助金   

平成 31年度当初予算額 １１，５００千円 平成 30年度当初予算額 ４，０００千円 平成 29年度決算額 ０千円 

概要 公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）業務委託及び公共下水道管路施設耐震化詳細設計業務委託を行うための防

災・安全交付金です。国費率は１/２です。 

 ○公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）業務委託 5,500千円 

 ○公共下水道管路施設耐震化詳細設計業務委託 6,000千円 

担当課 上下水道整備課   
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事業概要

調書

（　）内は前年度分 伸　率 ﾍﾟｰｼﾞ

3,516,342 0.7% （業務予定量）

(3,492,241) 　水洗化戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　56,260戸

　年間総排水量　　　　　　　　　　　　　　　16,230,000㎥

　一日平均排水量　　　　　　　　　　　　　　　　44,344㎥

　主要な建設改良事業

　　管渠改良事業　　　　　　　　　　　　　　 300,450千円

（収益的収入及び支出）

　　下水道事業収益　　　　　　　　　　　　 2,454,581

　　下水道事業費用 2,325,011

（資本的収入及び支出）

　　資本的収入 286,378

下水道事業収益 　 　　資本的支出 1,191,331

下水道事業費用 （主要事業）

◎ 　公共下水道管路施設調査業務委託 9,361 上下水道管理課 288

資本的収入 　管渠布設工事 46,750 289

資本的支出 　管渠更生工事 198,088 290

　公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）業務委託 15,400 291

◎ 　公共下水道管路施設耐震化詳細設計業務委託 19,250 292

上下水道整備課

平成３１年度　掲載事業一覧（下水道事業会計）

担当課
対前年度比 主　な　事　業　内　容

◎印は新規事業

（単位：千円）

款
総　予　算　額

事業費
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道管理課 

款 
下水道事業

費用 
項 営業費用 目 01 管渠費 新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 公共下水道管路施設調査業務委託 

平成 31年度当初予算 

事業費総額 
９，３６１千円 

平成 30年度当初予算 

事業費総額 
０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

平成 30年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

 

下水道事業

収益 

国庫補助金（防災・安全

交付金） 

3,000 

 

 

平成 29年度決算 

事業費総額 
０千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

既存の下水道管路施設の全体を把握し、効率よく維持管理を行っていくため「公共

下水道管路施設ストックマネジメント基本計画（仮）」を策定しました。この計画に基

づき幹線管路施設の状態を把握するため調査を行います。 

 

 ○公共下水道管路施設調査業務委託 ９,３６１千円 

  ・業務内容 

管路施設調査 汚水 L=1,200m、雨水 L=1,100m 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の事業を行っています。 

 

計 3,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

11 

 

 

 

 

 

- 

 

 

 

公共下水道管路施設調査業務委

託 

 

 

9,361 

 

 

 

計 9,361 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道整備課 

 

 

款 資本的支出 項 建設改良費 目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 管渠布設工事 

平成 31年度当初予算 

事業費総額 
４６,７５０千円 

平成 30年度当初予算 

事業費総額 
４５,９００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

平成 30年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
     

平成 29年度決算 

事業費総額 
６,９８８千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道事業は、雨水の排除による浸水の防止、汚水の速やかな排除による居住環境

の向上や水質の保全という重要な役割を担っています。 

 下水道の整備を推進することは、公共下水道事業計画区域内における処理区域の拡

大を図ることとなり、その結果、公共下水道への接続率を向上させ、生活環境や河川

水質の保全も図れます。 

 

 ○汚水管布設工事 ４６,７５０千円 

   土地の利用状況に合わせ未整備路線の整備を行います。 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の管渠布設工事を行っています。 

 

計  

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

01 

 

 

 

 

 

- 管渠布設工事 46,750 

計 46,750 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道整備課 

款 資本的支出 項 建設改良費 目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 管渠更生工事 

平成 31年度当初予算 

事業費総額 
１９８,０８８千円 

平成 30年度当初予算 

事業費総額 
１９５,８２６千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

平成 30年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 資本的収入 公共下水道整備事業債 170,000 

平成 29年度決算 

事業費総額 
８０,５１７千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道事業は、その建設が終了すれば事業が完了するというものではなく、適切な

維持管理を継続して実施することにより、はじめてその機能を発揮します。また、下

水道施設の維持管理を図るため、老朽化した管渠及びマンホール等の更生工事や布設

替工事を実施することは、広域的な水質保全や地下水流入の抑制にもつながります。 

  

 ○管渠更生工事 １９８,０８８千円 

  ・工事内容 

    市道Ａ４７号線外汚水管渠更生工事 Ｌ＝581.0ｍ 

    入間台団地内汚水管渠更生工事  Ｌ＝1,020.0ｍ 

    入間ヶ丘団地内取付管布設替工事（第二工区）・汚水取付管 110箇所外 

                         ・雨水取付管 51箇所 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の管渠更生工事を行っています。 

 

計 170,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

01 

 

 

 

 

 

- 

 

管渠更生工事 

 

198,088 

 

 

計 198,088 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道整備課 

 

 

款 資本的支出 項 建設改良費 目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）業務委託 

平成 31年度当初予算 

事業費総額 
１５,４００千円 

平成 30年度当初予算 

事業費総額 
１１,３４０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

平成 30年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

 

資本的収入 国庫補助金（防災・安全

交付金） 

5,500 

 
平成 29年度決算 

事業費総額 
０千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道総合地震対策計画に基づき、緊急輸送路や避難路、軌道下や河川の下等に埋

設された重要な下水道管路施設の耐震性能を評価し、耐震化の必要性について診断調

査を行います。 

 

 

○公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）業務委託 １５,４００千円 

・業務内容 

  耐震診断調査（詳細診断） 入間川汚水第１号幹線外 L＝2,489.05ｍ 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の業務を行っています。 

 

計 5,500 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

02 

 

 

 

 

 

- 公共下水道管路施設耐震診断調

査（詳細診断）業務委託 

15,400 

計 15,400 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道整備課 

 

款 資本的支出 項 建設改良費 目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 公共下水道管路施設耐震化詳細設計業務委託 

平成 31年度当初予算 

事業費総額 
１９,２５０千円 

平成 30年度当初予算 

事業費総額 
０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

平成 30年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

 

 

資本的収入 国庫補助金（防災・安全

交付金） 

6,000 

 
平成 29年度決算 

事業費総額 
０千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道総合地震対策計画に基づき、重要な下水道管路施設について診断調査を行っ

た結果、耐震性を有していないと判断された管路施設の耐震化工事を実施するための

詳細設計を行います。 

 

 

○公共下水道管路施設耐震化詳細設計業務委託 １９,２５０千円 

・業務内容 

    詳細設計 不老川汚水第１号幹線外  

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の業務を行っています。 

 

計 6,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

02 

 

 

 

 

 

- 公共下水道管路施設耐震化詳細

設計業務委託 

19,250 

計 19,250 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 


